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V　おわりに
1　はじめに
　60年代後半以降のイギリスにおいては，急激なインフレーションを背景として伝統的な歴史的原
価会計の欠陥が指摘され，これに対応するため，インフレーション会計の制度化が盛んに議論され
るようになった。このような状況のもとでイギリスの会計職業団体は，1973年1月における公開草
案第8号1），1974年5月の暫定基準会計実務書第7号（以下SSAP7号という）2）等の公表を通じて，
カレント購買力会計（Current　Purchasing　Power　Accounting）の制度化を主張した3）。しかしな
がらその一方で，イギリス政府はサンディランズ（F．E．　P．　Sandilans）を長とする独自のインフレ
ーション会計調査委員会を組織し，インフレーション会計制度化についての検討を委ねたが，この
委員会により1975年9月に公表された「インフレーション会計」と題するサンディランズレポート
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（以下サンディランズレポートという。）4》においては，カレント購買力会計は前面的に否定され，カ
レントコスト会計（Current　Cost　Accounting）が提案されたのである。その後，インフレーション
会計の制度化をめぐって，さらなる議論・検討が加えられたが，イギリスにおけるインフレーショ
ン会計の制度化は，1980年3月，SSAP16号「カレントコスト会計」（以下SSAP16号という。）5）に
よって実現された。このSSAP16号は，インフレーション会計方式としてカレントコスト会計を採
用したものであるが，結局カレントコスト会計は，1985年に非強制となり，1988年にはついに撤回
されることとなった6）。
　今日のイギリス会計職業団体においては，企業の経済的実質（economic　substance）を反映させ
るために，再び価格変動に関する情報を財務報告に開示しようとする動きが見受けられるが，ここ
で主に検討されている方式は，かつてサンディランズレポートやSSAP16号によって提唱されたカ
レントコスト会計である7）。
　インフレーション会計の方式は，一般的に，カレント購買力会計、カレントコスト会計，そして
その両者を結合した結合合計に分類することができるが，イギリスにおいてはサンディランズレポ
ートの公表以降，今日に至るまで継続してカレントコスト会計が強調され，カレント購買力会計は
軽視される傾向にある。しかしながら、インフレーション会計もしくは価格変動会計8）の方式として
は，カレント購買力会計，またはカレント購買力会計の諸特徴をカレントコスト会計に結合した結
合会計も理論的にはあり得るように思われる。
　本稿は，まず第1章において，インフレーション会計を台頭せしめた戦後のイギリスにおける経
済的環境について簡単に説明し，次に第II章においては，戦後の非回帰的なインフレーションとい
う経済的環境を背景として，カレント購買力会計が提唱されるに至った歴史的経緯を最も顕著に反
映した，イングランド・ウェールズ勅許会計士協会の会計原則に関する勧告書第15号「貨幣購買力
変動に関する会計」9）について考察し，そして第III章においては，急激なインフレーションを背景と
して提唱されたカレント購買力会計の諸特徴について考察するとともに，サンディランズレポート
におけるカレントコスト会計に対して批判的な見解を示すことによって，インフレーション会計な
いしは価格変動会計の方式としては，カレントコスト会計のみならず，カレント購買力会計もしく
はカレント購買力会計の諸特徴を加味した結合会計もあり得ることについて指摘する。
II　経済的環境とインフレーション会計
　インフレーションが伝統的な企業会計に及ぼす影響を排除もしくは開示しようとする主張は，既
に第二次大戦以前から見られる1°｝が，これを活性化させる要因として作用したものは，言うまでもな
く戦後の非回帰的なインフレーションという経済的環境に求められるであろう。第二次大戦以後，
サンディランズレポートが公表された1970年代迄のイギリスにおけるインフレーションの状況を消
費者物価指数によって示せば以下の〈図1＞の通りである。
　イギリスにおいては上記の〈図1＞に示されるような大戦以降の非回帰的なインフレーションを
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〈図1＞　イギリスにおけるインフレーションの状況
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　　　　　　（注）上掲〈図1＞は、Westwick，　C．A．，“The　Lessons　to　be　Learned　from　the　Develop－
　　　　　　ment　of　lnflation　Accouniting　in　the　UK’；Acconting　and　Business　Research，　Autumn
　　　　　　1980，pp．354－55．および日本銀行統計局「日本経済を中心とする国際比較統計」昭和55年
　　　　　　度版、17－18ページをもとに作成したものである。なお、1963ニ100とする。
背景として，伝統的な歴史的価主義会計の欠陥，すなわち，インフレ期における貨幣価値変動に基
づく架空利益の計上，棚卸資産および固定資産の取替資金準備に必要な企業の資本維持に関する問
題等を中心として，インフレーション会計の制度化が，二つの時期において盛んに提唱される。ま
ず一つ目の時期は，戦後から50年代初期にかけての時期であり，ここではインフレ期における歴史
的原価会計の欠陥について指摘されつつも，なお歴史的原価会計が遵守される。そしていま1つの
時期は，戦後の最も急激なインフレーションを背景とする60年代後期から，SSAP16号の制度化に至
る前の70年代後期にかけての時期であり，ここでは当初はSSAP7号に代表されるカレント購買力
会計が，そして70年代中期以降はサンディランズレポート等にみられるカレントコスト会計が提唱
されるのである。
　イギリスにおいてはすでに戦後から50年代初期にかけて，会計職業団体等により継続的にインフ
レーション会計の制度化に関する各種意見書が公表されている11）が，このような戦後のインフレー
ション会計制度化をめぐる議論の中で，伝統的な歴史的原価会計がインフレーションによって受け
る衝撃を的確に指摘し，これを解決すべきインフレーション会計の方式としてカレント購買力会計
を最も強く意識したのは，1952年5月にイングランド・ウェールズ勅許会計士協会より公表された
会計原則に関する勧告書第15号「貨幣購買力の変動に関する会計」であるといえる。
　以下次章においては，戦後のインフレーションが歴史的原価会計に及ぼす制約を明確に示し，か
つ，インフレ期における会計方式としてカレント購買力会計が有効であることを戦後最も強く認識
した，この勧告書第15号の見解について検討するものとする。
III会計原則に関する勧告書第15号
1．歴史的原価会計の意義とその制約
会計原則に関する勧告書第15号「貨幣購買力の変動に関する会計」（以下勧告書15号という。）は，
一123一
「企業の年次報告書の第一目的は，資本主に対してその資金をいかに利用し，かつ1その使用からい
かに利潤が発生したかを示すインフォメーションを提供することである」12）とした上で，この目的を
遂行するために作成される年次報告書は，その作成に責任のある人々の個人的意見に影響される範
囲を最小限にするため，歴史的記録によらなければならないとしている。すなわち，貸借対照表の
機能は，作成日における企業の資本・準備金および負債額を歴史的記録に基づく貨幣額をもって表
示するとともに，これらを表す全貨幣が数種の資産形態に配分されている状態を示すことであり，
また，損益計算書の機能は，帳簿記録に基づく貨幣額を以て，一方に当該期間の収益，他方にその
期の費用を計上し，その差額を利益または損失として示すものであると規定している13）。勧告書15号
が，企業会計の意義および年次報告書の機能についてこのように定義するのは，企業会計の最も基
本的な職能を，企業が出資者から受託した資金の管理・運用過程の報告，すなわち，受託責任の解
明職能としてとらえ，この職能を遂行するためには，記録によって受託責任の設定から解除に至る
過程を客観的に表示するし得る能力を備えた，歴史的原価会計が採用されるべきであるとする見解
によるものと思われる。
　デパウラ（F．R．　M．　de　Paula）によれば，「イギリス会社法のもとでは，会社の年度会計報告書は
純粋に自家的（domestic）な書類であり，それは会社の取締役が自己の受託責任履行（stewardship）
の計算を示すものである。」14）とされているが，このことは，会社法との関連からもイギリスにおけ
る企業会計の第一義的な職能が，取締役の受託責任解明職能であることを示しているといえる。
　勧告書15号は企業会計の基本的職能として受託責任解明職能を提示し，これを遂行すべく歴史的
原価会計の採用を支持・勧告するのであるが，しかしながらその一方で，インフレ期においては歴
史的原価によって作成される年次報告書は安定した計算単位ではないことから，重要な制約を受け
るということについても認識する。すなわち，インフレ期においては貨幣購買力の減少により，現
金・貸付金等の貨幣性資産については購買力損失が，そして借入金等の貨幣性負債については購買
力利得が生じること，また，棚卸資産の売上原価および固定資産の減価償却費はその貨幣的原価に
もとついて収益に賦課されるが，インフレ期においてはこれらの資産の取替原価を賄うのに要する
金額を準備することができないこと等の，インフレ期における歴史的原価会計の限界について言及
するのである15）。
　したがって勧告書15号は，企業会計の第一義的な職能である受託責任解明職能を遂行するために
は，記録に基づく歴史的原価会計が採用されるべきであるとしながらも，その一方で，インフレ期
においては貨幣購買力の低減により，歴史的原価会計がその意義を制約されることについて指摘し
ているのであるが，ここに，受託責任解明職能遂行上歴史的原価会計を基本としながらも，貨幣購
買力の変動が企業会計に及ぼす影響を補足情報として開示する，カレント購買力会計の存立する基
盤が存在するのである。
2．新しく提言された会計方法とその批判
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　勧告書15号は，インフレ期に歴史的原価会計が受ける制約を克服する目的でこれまでに提言され
たものとして，以下の4つの方法をあげている16）。
（1）固定資産処理に関する取替原価法（replacement　cost　method）
（2）固定資産の帳簿価額引上（writing　up）
（3）棚卸資産の処理および固定資産の減価償却に関する時価法（current　value　method）
（4）貨幣購買力の変動を反映するために会計記録を修正する指数法（index　mehtod）
　固定資産処理に関する取替原価法とは，損益勘定に引当費用を賦課することによって，固定資産
の取替に必要な資金を準備する方法である。この方法について勧告書15号1毒取替原価の算定は不
確実性を伴い，経営老の個人的意見，すなわち，恣意性の介入する余地が広く残されていること，
また，たとえなんらかの方法により取替原価を客観的に見積もりうるとしても，生産方法の進歩や
新発明等により実際に取替えられる新資産は，旧資産とはまるで性格が違うものであること，さら
に，その計算方法の不確実性から，毎年過去の引当金の不足を埋め合わすような累加的基準で費用
を計算するとすれば，特定年度に不当な負担を課することになること，等の理由からこの方法を批
判している17）。
　次に，固定資産の帳簿価額引上とは，課税の立場から，法律で定めた指数に即して固定資産の帳
簿価額の引上げを行ない，以後の減価償却をこの引上価額に基づいて計上する方法である。これに
対して勧告書15号は，固定資産の価額引上げをいったん行なえば，以後の減価償却費はこの価額引
上げ日における引上価額に基づいて計上されることになるが，その金額は歴史的原価でもなければ
見積取替原価でもない金額に基づくものであるとして，この方法に対しても批判的な見解が示され
ている18）。
　棚卸資産の処理および固定資産の減価償却に関する時価法とは，資産の消費に基づいて生ずる費
用を，消費した資産の時価（current　valuc）で計上する方法である。この方法に対して勧告書15号
は，固定資産の時価見積りにあたっては，会社の技術部門による評価，現在の保険価値による評価，
買入の年度に基準をおく価格指数による評価といったような，特定の場合に最も適した評価が提言
されているが，これらの方法は結局個人的判断によることを強調するものに過ぎないこと，また棚
卸資産の処理に関する時価法については，時価の動揺は損益に影響する通常の事業上の危険である
にもかかわらず，時価法のもとではこれらの変動の影響が利益計算上除外されてしまうこと，など
の理由によりこれについてもやはり批判的な見解が述べられているのである19）。
　最後に，貨幣購買力の変動を反映するために会計記録を修正する楷数法とは，貨幣購買力の変動
の影響を利益から控除することを目的としたもの，すなわちカレント購買力会計による会計方法を
指すものである。この方法に関して勧告書15号は，この方法は歴史的原価による会計を変更すると
いうことを提言するものではなく，歴史的原価に基づいて作成された報告書を修正するという性質
を多分にもっているとした上で，歴史的原価会計による利益の計算上一勘定に計上される貨幣金額
は，その期間中種々の時期に生じた取引だけではなく他の期間中の種々の時期に生じた取引をも混
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有していること，さらに，取引が記帳されたときと報告書が作成される日との間た貨幣購買力の変
動があった場合には，取引が生じた時の通貨は現在使用している通貨とは別のものであることなど
の理由により，カレント購買力会計の方式を貨幣価値変動期において採用し得る会計方式として認
識しているのである。しかしながら，採用すべき指数の問題，および個別価格の変動が企業に及ぼ
す影響の問題を考慮して，カレント購買力会計の理論は，歴史的原価によって作成される会計報告
を修正する方法として認めるにはなおよく検討する必要があるとしている20）。
　かくして勧告書15号は，新しく提言された4つの会計方法のうち，固定資産処理に関する取替原
価法，固定資産の帳簿価額引上げ，および減価償却と棚卸資産の処理に関する時価法の3つに関し
ては批判的見解を示しているものの，貨幣購買力の変動の影響を反映するために会計記録を修正す
る指数法，すなわちカレント購買力会計に関しては，なお検討すべき問題は残されるものの，これ
を貨幣価値変動期における歴史的原価会計の欠陥を補完する有効な会計方法として認識しているの
である。固定資産および棚卸資産についてのみではあるが，70年代中期以降のサンディランズや
SSAP16号に見られるようなカレントコスト会計の基礎をなすものであるといえる3つの方法2’》に
対して，主に恣意性介入の余地を広く残すという理由から批判的な見解が示されたのに対して，唯
一カレント購買力会計だけがインフレ期における有効な会計方式として認識されているのは注目に
値するといえるのである。
　ただし勧告書15号は，上記4つの方法のいずれによるとしても，新しい利益概念を採用すること
は，製品価格決定，賃金交渉，課税，および法律上の権利・義務修正の問題等により，企業会計の
領域をこえたより広範な経済的・社会的問題を引き起こすとして，4つの方法のいずれに対しても
批判的な見解を示している22）。
　3．歴史的原価会計の勧告
　結論として勧告書15号は，インフレ期においては歴史的原価会計はいくつかの制約，特に会計報
告書の作成に用いられる貨幣単位が尺度の安定したものではないという制約を受けるものの，企業
会計の最も基本的な職能である受託責任解明職能を遂行するためには，歴史的記録に基づく客観性
および検証可能性を備えた歴史的原価会計が採用されるべきであることを提言するのである。また
勧告書15号は，新しく提言された会計方法はいずれも重要な欠陥を含んでおり，またこれらの方法
を適用することは会計の領域を超えた経済的・社会的問題を引き起こすとして，貨幣購買力の変動
が企業の財政に及ぼした影響（固定資産および流動資産の取替原価を賄う金額をふくめて）は，損
益計算書上の費用としてではなく，利益処分による準備金（reserve）として積立てることを勧告す
るのである23）。
　これまでに本章において考察した勧告書15号は，戦後のインフレ状況においてもなお，企業会計
の最も基本的な職能である受託責任解明職能遂行のために，また各種法規等に現れる社会的要請か’
ら，記録に基づく客観性と検証可能性とを備えた歴史的原価会計の採用を提言するのであるが，そ
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の一方ではインフレが歴史的原価会計に与える制約についても明確に指摘するのである。とりわけ，
利益概念を特定する新しく提言された会計方法については一貫して批判的な見解を示すものの，「も
し，単に歴史的原価により作成する会計報告書の付属表として、貨幣購買力の変動が企業の財政に
およぼす影響についてのインフォメーションを示すだけの目的でこの方法を用いるのであれば，有
益なインフォメーションを経営者と株主に与えるであろう。」24）として，歴史的原価会計に対する補
足情報としてのカレント購買力会計をインフレ期における有効な会計方法として積極的に認めてい
るのである。
、勧告書15号においてカレント購買力会計は，歴史的原価会計の代替案として提言されたために結
局は批判されることとなったが，インフレーションの影響がさらに激化する60年代後期から70年代
中期（第1章く図1＞参照のこと。）においては，受託責任解明職能の遂行目的，および経済的・社
会的要請から歴史的原価会計を基本とし，そこで採用される基本的な会計手続の方法等を変更する
ことなく，貨幣購買力の変動の影響を歴史的原価会計に対する修正補足情報として開示する形式の
カレント購買力会計が提言されるのである。
IV　カレント購買力会計の特徴
　勧告書15号によれば企業会計の基本的職能とは，「資本主に対し，その資金をいかに利用し，かつ，
その使用からいかに利潤が発生したかを示すインフォメーションを提供することである」と定義さ
れたが，このような職能が遂行されるためには，実際の現金収支から導き出された歴史的原価の記
録を使用することによって，恣意的判断が介入する余地を局限することができる歴史的原価会計が
当然採用されるべきであると思われる。しかしながら，インフレ期においては貨幣の一般購買力の
減少により，歴史的原価会計には種々の欠陥が露呈される。
　カレント購買力会計は，会計の最も基本的な職能である受託責任解明職能遂行上歴史的原価によ
る会計報告を基本とし，そこで採用される会計処理の原則ならびに手続を変更することなく，歴史
的原価数値に一般物価指数による修正を施すことによって，伝統的な歴史的原価会計が貨幣一般購
買力の変動という経済的環境の変化に直面して露呈する種々の欠陥を積極的に認識しようとする会
計方式である。
　このようなカレント購買力会計の特徴を示せば以下の通りである25）。
　会計上の測定単位として現在購買力単位を採用することによって，
1．同質の測定単位による統一的な記録・計算を可能し，会計数値間の比較可能性を保証する。
2．企業が保有する貨幣資産・貨幣負債に係わる購買力損失・利得を適時に把握する。
3．カレント購買力会計は，測定単位として購買力単位を用いることによって，企業に投下された
　　貨幣資本の実質的価値（企業に投下された貨幣の一般購買力）を正しく把握し，貨幣購買力資
　　本の維持に関する情報を提供する。
　以下本章においては，上記3つの点からカレント購買力会計の特徴について，主にサンディラン
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ズレポートにおけるカレントコスト会計との対比によって，考察するものとする。
　1．統一的測定尺度による比較可能性
　カレント購買力会計は，歴史的原価による記録数値を基礎としながらも，貨幣価値変動のもとで
の歴史的原価会計に基づく不安定な名目的貨幣単位に代えて，カレント購買力を表す貨幣単位を統
一的な測定単位として用いることによって，会計数値相互間の比較可能性を保証する。ここにいう
「比較可能性」とは，（1）同一の会計期間内における会計数値相互間の比較可能性，（2）異なる会計期間
における会計数値の期間比較可能性，および（3）異なる企業の会計数値の企業間比較可能性を意味す
るものである。
　歴史的原価会計による期間損益の計算上一勘定に計上される貨幣金額は，期首または期中に取得
した棚卸資産や数年前に取得した固定資産のように，その期間中の異なる時点で生じた取引および
異なる期間に生じた取引をも含んでいる。したがってカレント購買力会計は，異なる時点で生じた
これらの取引を，統一的な購買力単位で修正することによって，同一会計期間内における会計数値
相互間の比較，会計数値の期間比較，および企業間比較をも可能ならしめるのである。
　サンディランズレポートによれば，「物価変動時において，歴史的原価会計報告書は，異なる企業
によって生じた原価，および原価によって測定されたそれらの資本利益率を比較する基準としての
み使用することができる。現在購買力単位による歴史的原価会計報告書の再表示は，このような状
態を変更するものではない。すなわち，それは，実際的には現在購買力単位で表現された原価によ
って，異なる企業の報告書を比較可能ならしめるに過ぎないであろう。」26）として，カレント購買力
会計は，歴史的原価会計に基づく購買力を示しているにすぎないので，結局は歴史的原価会計と同
様に，インフレ期における企業間比較を可能ならしめるものではないと指摘する。カレント購買力
会計は歴史的原価に基づく数値に一般物価指数による修正を施す方式によるものではあるが，適用
される物価指数は各企業毎のそれぞれの取引ないしは原価発生時点によって異なるものであり，こ
のような方式によれば，異なる企業によって生じた原価は同一の貨幣購買力を示すことになる。サ
ンディランズはこの点を見逃がしているのであり，したがってカレント購買力会計は，インフレ期
における企業間比較を可能ならしめるものであるということができるのである。
　カレント購買力単位による比較可能性の優i位性は，とくに，会計数値の期間比較性に現れる。す
なわち，数期間の収益力および財政状態を時系列的に比較しようとする場合には，異なる時点の金
額を統一的な測定尺度をもって修正するカレント購買力会計の方式が最も適合するのである。ミデ
ルトン（D．R．　Myddelton）によれば，数期間にわたる比較を行う場合には，貨幣単位による測定（原
価主義，取替原価会計，カレントコスト会計いずれの場合であるにせよ）では，有用な比較を行う
ことができないとしているが27），このことはカレントコスト会計を全面的に指示し，カレント購買力
による測定を全く加味していないSSAP16号が，「異なる年度における利益と使用資本についての’
現在原価数字（CCA　figures）は，共通の価格べ一ス（common　price　basis）に修正されない限り，
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比較できない。」28）と認識している点からも明らかである。また，1985年6月におけるSSAP16号の
任意適用決定後，会計基準委員会（ASC，　Accounting　Standards　Committee）の価格変動会計に
関する見解を明らかにした「価格変動会計ハンドブック」29）には，「会社の年次報告書に含まれるも
っとも重要な情報のうちのいくつかのものは，当年度の数値と前期以前の数値との比較や数年度に
わたる数値趨勢（trend　in　figures）を考察することからひきだされる。」3°）とし，5年間または10年
間の期間比較要約表を公表する会社は，一定の数値を現在の購買力により再表示することが適当で
あるとされている31）。
．以上の考察から明らかな通り，貨幣価値変動期における「比較可能閏の確保という点からは，
期末における共通の貨幣購買力単位を採用するカレント購買力会計が最も適当であるように思われ
るのである。
　2．購買力損益の開示
　カレント購買力会計は，一般物価水準の上昇に伴う貨幣購買力の減少によって貨幣項目に生じる
損失または利得，すなわち，貨幣資産に生じる購買力損失（債権者損失）および貨幣負債に生じる
購買力利得（債務者利得）を認識し，これに関する情報を適時に開示する。ここで貨幣項目とは，
「一般物価水準の変動にもかかわらず，契約その他の定めによりポンド表示の金額が固定されている
項目」32）をいい，その例として，現金，受取勘定，支払勘定，および社債等があげられる。
　貨幣項目は契約等によりその回収額または返済額が固定されているが，一般物価水準が変動する
場合には貨幣一般購買力の変動により，回収額および返済額は事実上変動する。したがって，「貨幣
資産および貨幣負債の保有者は，たんに一般物価水準変動の結果，インフレーションまたはデフレ
ーションの期間中，一般購買力を得，または失う。」33》のである。カレント購買力会計は，インフレ
ーションが貨幣資産・負債に生ぜしめる購買力損失・利得を認識し，インフレ期における企業の資
金ポジションの良否を判別すべきものとして，これらの情報を積極的に開示しようとするものであ
る。
　購買力損益の認識に関しては，主にその見解の相違が見受けられる，購買力損益の実現・未実現
ないしは購買力損益の利益性・資本性等の観点から議論されることが多い34）が，本稿では，購買力損
益がインフレ期における貨幣資産・負債に生じる企業の資金ポジションの良否を判断するものであ
ることから，外国為替変動による企業の資金ポジションの良否を判断する為替差損益との共通性に
ついて論じることとする。
　ミデルトン（D．R．　Myddelton）によれば，カレント購買力会計の論理は外貨換算会計と同様の論
理に基づいており，「時の経過にしたがって貨幣購買力が変動する場合，異なる時点の貨幣金額は“外
国”通貨（foreign　currencies）と同じように取り扱われるべきである。」35）として，カレント購買力
会計と外貨換算会計の同質性を主張する。また，1968年にイングランド・ウェールズ勅許会計士協
会より公表された「インフレーション期におけるスチュワードシップ会計」においても，「過去のポ
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ンドを現在のポンドで換算する計算は，本質的には通貨換算計算とかわりがない。」36）として，カレ
ント購買力会計と外貨換算会計との同質性ないしは共通性が指摘されているが，これらの同質性は
とくに，貨幣項目に関する損益の認識において顕著に見受けられる。すなわち，外貨換算会計にお
ける貨幣項目に関する為替差損益の認識と，カレント購買力会計による購買力損益の認識は，本質
的には共通の換算手続であると考えられるのである。
　以下に貨幣・非貨幣法を採用した場合の為替差損益の認識と，カレント購買力会計における購買
力損益との関係を示せば，〈表1＞の通りである。
〈表1＞　購買力損益と為替差損益
｛カレント購買力会計｝ ｛外貨換算会計｝
期首 B／S
現金預金　　　40　借入金
金銭債権　　　60　資本金
土地　　　　　500
　　　　　　600
??
　　　　　　　　↓
　当期中に一般物価水準が20％上昇。
　その他、B／S内容変わらず。
　　　　　　　　↓
期末　　　　　　B／S
現金預金　　　40借入金　　　200
金銭債権　　　60　資本金　　　　480
土地　　　　　600　購買力利得　　20
　　　　　　700　　　　　　　　　700
期首 B／S （1＄＝1円）
現金預金
金銭債権
土地
40　借入金
60資本金
500
600
??
　　　　　　　　↓
当期中に為替相場が1＄＝＝　O．80円に変動。
その他、B／S内容変わらず。
　　　　　　　　↓
期末　　　　　B／S　　（1＄＝0．80円）
32　借入金
48　資本金
500　為替差益
580
160
400
20
580
（注）上記の〈表1＞は、森田哲彌他「インフレーション会計の研究②修正原価会計」、『企業会計』
　　Vol．28No，12，pl20．を一部補正したものである。なお、購買力利得・為替差益両者ともに、実
　　際には損益計算書に計上される。
　上記の〈表1＞からも明らかなように，カレント購買力会計においては一般物価水準変動の事実に
着目して，貨幣資産・負債に生じる購買力損益が認識され，一方（貨幣・非貨幣法による）外貨換
算会計は外国為替変動の事実に着眼して，外貨建貨幣資産・負債に生じる為替差損益を認識するの
であるが，これらは本質的には同質のものと考えられるのである。すなわち，「貨幣価値変動会計と
いうものが，国内における貨幣価値の変動を認識して，購買力損益を出すのに対して，為替変動会
計というものは，国際間の円価値の変動を認識して，そのゲイン，ロスを計算するということであ
り，結局どちらも貨幣価値の変動会計である」37）ということができる。したがって，その計算方法も
計算結果も同一のものとなり，本質的には同質のものであるということができるのである。為替差
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損益が外国為替変動期における企業の貨幣項目に対する資金ポジションの良否を判断するものであ
るとすれば，まさに購買力損益はインフレ期における企業の貨幣項目に対する資金ポジションを判
断するものであるということができ，後者の情報をインフレーションという経済環境のもとで適時
に認識・開示することは，企業の各種利害関係者に有用な情報を提供するものと思われる。
　購買力損益についてサンディランズレポートは，「貨幣項目に発生する純利得はすべて現在購買力
単位で表した「利得」（gain）であるから，貨幣単位での分配はできそうもない。…企業は貨幣項目
から発生するいかなる「利得」も利益数値に含めてはならない…」としてこれを批判する38）。このよ
5．な批判は，特に長期負債に生ずる購買力利得に関して問題となるが，SSAP7号はこれに対して，
「…この主張は収益力（profitability）の測定と流動性（liquidity）との測定を混同している。インフ
レ状態でなくとも，追加的資金を調達しない限り会社の利益を全額配当するわけにはいかない場合
がある。なぜなら，利益を非当座資産に投下してしまったり，あるいは，投下する予定だという例
が多々あるからである。」39）として，サンディランズレポートの批判に反論する。カレント購買力会
計は，インフレ期における購買力資本維持後の，利益ないしは一般物価水準の変動が個々の項目に
及ぼす影響を測定・開示しようとするものであって，購買力利得に相当する現金収入がないという
ことから，個々の収益・利益項目の配当可能性について論じることは適切ではないように思われる
のである。
　3．購買力資本維持
　カレント購買力会計は，測定単位として購買力単位を用いることによって，企業に投下された貨
幣資本の実質的価値（企業に投下された貨幣の一般購買力）を正しく把握し，貨幣購買力資本の維
持に関する情報を提供する。すなわち，カレント購買力会計は，貨幣価値の変動による名目的架空
利益を排除して，出資者から払い込まれた投下貨幣資本と同一の購買力を維持し，これを超える回
収余剰としての実質利益を計算・開示するものである。
　資本維持概念は，一般的に，名目資本維持，購買力資本維持（ないしは実質資本維持），および実
体資本維持（ないしは物的資本維持）概念に分類することができる。インフレ期においては，貨幣
価値変動ないしは物価上昇により，歴史的原価に基づく名目資本維持を行うのみでは企業のまたは
株主の資本は蚕食される。したがって，インフレ期における資本維持概念としては，購買力資本維
持と実体資本維持という二つの資本維持概念が考えられる。ここで購買力資本維持とは，企業に投
下された資本を貨幣の一般購買力，すなわち自由選択性資金とみるものであり，実体資本維持は，
投下資本を企業の経営実体を構成する物財とみなすものであるということができる。
　一般的に実体資本維持は，継続企業がその生産および営業活動を繰り返し行うことを前提とし，
これらと同水準の生産および営業能力を維持するために，収益に対して現在所有する物的資産と同
等の取替原価に基づく費用を賦課することを主張する。しかしながら，さきの第II章で考察した勧
告書15号によれば，このような取替原価に基づく資本維持は，取替原価は正確には見積もることが
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できず，その計算にはそうとうの不確実性をともなうとともに個人的意見が作用する余地を広く残
していること，またたとえなんらかの方法により現在所有する物的資産と同等の取換原価を見積り
得るとしても，新技術や新発明等により実際に取換えられる新資産は旧資産とはまるで性質の異な
るものであるという理由により批判された（第II章第2説参照。）。
　一方購買力資本維持であるが，片野一郎教授は，「…継続企業の維持に関する本質的課題は，生産
技術の進歩と社会生活の変遷に順応しててその生産内容をつねに改めて行くことによって企業の収
益力の元本を維持し拡大してゆくことにある。この意味において，企業が利益獲得の課程で費用に
課して回収した資本部分は，如何なる設備，如何なる資材，その他如何なる費用財にもふりむける
ことができる自由選択性資金（下線部一筆者）として，すなわち，貨幣一般購買力としてこれを規
定する…」4°）とされており，投下された資本を自由選択性資金としての貨幣購買力とみなす立場から
購買力資本維持を主張される。さらに片野教授は，歴史的原価会計であるとカレント購買力会計で
あることを問わず，資本維持を保証し分配可能利益を確定するという計算は，「…本質的には，自由
選択性資金として企業に投下された元本の実質を回収することによりその資本の維持が達成され，
この元本の回収をこえて企業が獲得した自由選択性資金の余剰部分として利益が形成される，とす
るのが会計学上もっとも本来的な考え方でなければならない…」41）とされるのである。したがって，
企業の利益を自由選択性資金としての実質投下資本回収余剰と考えるならば，物価安定期には歴史
的原価に基づく名目的資本維持が，また物価上昇期には購買力資本維持が最も妥当するものと考え
られるのである。
　サンディランズレポートによれば，資本維持概念（およびこれに対応する利益概念）に普遍的に
正確な唯一の資本概念はなく，多種多様なものがあり得るとして，次の5つの資本概念をあげてい
る42）。
①期首における株主持分の名目額の維持
②期首における株主持分の名目的貨幣額を期末現在の「購買力」（purchasing　power）に等しい貨幣
額に修正した金額の維持
③企業が保有する資産の生産能力（productive　capacity）の維持
④期首における資産の貸借対照表価額を期末現在の「購買力」に等しい貨幣額に修正した金額の維
持
⑤企業が保有する資産の「企業にとっての価値」（value　to　the　business）43）の維持
　サンデランズレポートは結論として，⑤の企業が保有する資産の「企業にとっての価値」の維持
概念を最も有用である44）とするのであるが，過年度における減価償却不足額は収益から控除されず
貸借対照表上の未実現保有利得（unrealized　gains）たる固定資産再評価積立金（fixed　asset　revalua－
tion　reserves）から控除される，いわゆる形式的バックログ減価償却が採用されていること45），ま
た，資産の現在原価評価に伴って生ずる保有利得を損益計算書から除去し，これを当期ゲイン・ロ
ス計算書に示すものとしているが（最終的には貸借対照表の資本の部に記載される。），それが本質
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的に処分可能利益なのか，或いは維持すべき資本なのかについてははっきりとした見解が示されて
いないこと46）などから，そこで採用されている資本維持概念が一体いかなるものなのかについては
不明な点が多いように思われるのである。
V　おわりに
　以上にイギリスにおけるカレント購買力会計について考察しててきたが，本稿で示された内容を
要約すれば以下の通りである。
　まず第一に，戦後の非回帰的なインフレーションを背景としてインフレーション会計の制度化が
盛んに提唱された50年代前後において，企業会計が採るべき立場を最も明確に示した勧告書15号に
ついて検討した。
　この勧告書15号は，会計の最も基本的な職能は資本主に対する受託責任解明職能であると定義し
たうえで，インフレーションという経済的環境が歴史的原価会計に及ぼす制約，特に，年次報告書
の作成に用いられる計算単位が安定したものではないという制約を認め，歴史的原価に代わるもの
として提言された4つの方法，すなわち，（1）固定資産処理に関する取替原価法，（2）固定資産の帳簿
価額引上，（3）棚卸資産の処理および固定資産の減価償却に関する時価法，および（4）貨幣購買力の変
動を反映するために会計記録を修正する指数法について吟味し，これらはいずれも歴史的原価に代
わりうるものではないこと，またこれらの方法を採用した場合には会計の領域を越えた重大な経済
的・社会的問題を引き起こすとして，歴史的原価会計を堅持した。ただし，4つの方法のうち，カ
レントコスト会計の基礎をなす（1）～（3）については主に恣意性介入の余地を広く含んでいるという理
由からその理論性そのものまでも否定されるのに対して，唯一（4）のカレント購買力による方法のみ
が有効な方法であると認められていた点に，補足情報としてのカレント購買力会計の存立する基盤
が存在した。
　そして次に，戦後最も急激なインフレーションを背景として提言された，カレント購買力会計の
諸特徴，すなわち，統一的測定尺度による比較可能性，購買力損益の開示，および購買力資本維持
について検討した。
　統一的測定尺度による比較可能性では，同一会計期間内における会計数値相互間の比較，異なる
期間の期間比較，および企業間比較を行いうることについて説明し，また購買力損益の開示では，
それがインフレ期における企業の資金ポジションを判断するのに有用な情報であることを示し，そ
して購買力資本維持では，それが自由選択性資金としての投下実質資本維持概念であることについ
て解説し，それぞれの特徴がサンディランズレポートにみられるようなカレントコスト会計よりも，
理論的にすぐれていることについて指摘した。
　このようにインフレーション会計方式としてのカレント購買力会計は，その時代的要請，また，
理論的有効性からもすぐれたものであると思われるが，いくつかの問題点も見受けられる。すなわ
ち，採用されるべき指数の問題，製品価格決定・賃金交渉等によるインフレ促進の問題，および個
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別価格の上昇の問題などがあげられる。
　イギリスにおいては，1975年9月のサンディランズレポート公表以降継続してカレントコスト会
計が重視され，一方カレント購買力会計は否定もしくは軽視されている。しかしながら本稿に見た
ように，カレント購買力会計はすでに50年代前後において，カレントコスト会計と理論的に比較さ
れたうえで，その有効性が認められたものであり，また，その特徴をなす，統一的尺度による比較
可能性，購買力損益の開示，および購買力資本維持は，現在でもなお会計情報としての有用性を認
め得るものである。
　今日のイギリスにおいては，先に述べたように，測定面における企業の経済的実質（economic
substance）を反映するために，再びカレントコスト会計を復活させようとする動きが見受けられる
が，たとえカレントコスト会計を採用するとしても，本稿に見たような三つのカレント購買力会計
の諸特徴はなお検討されるべきであるように思われるのである47）。
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